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�．はじめに

途上国、とりわけその農村部において、大量の失業と下方硬直性をもつ

賃金が並存するという現象は、今なお完全には解明されていない経済理論

上のパズルの一つとなっている（Stiglitz［１９７６］，Bardhan and Udry［１９９９：

p．３３］）。このパズルを説明する理論として有力視されているのが効率賃金

仮説である。効率賃金仮説にはいくつかの類型が存在するが、その一つで

ある栄養モデルは、所得水準が絶対的に低い途上国においてのみ妥当する

と一般的には考えられている。

栄養モデルでは１、賃金水準が高くなるほど労働者の栄養摂取量が増加

し、また栄養摂取量が増加するほど労働者の作業効率も高くなるという関

係を想定する。そして、あまりにも低い賃金水準の労働者は、その作業効

率が著しく低いものにしかならないため、効率労働１単位当たりの費用が

相対的に高いものになると考える。これは、職を得るために失業者がより

低い賃金水準での就労を希望したとしても、それが雇用主に受け入れられ

ない場合があることを意味している。つまり、低所得経済では、効率労働

１単位当たりの費用という観点から雇用主が適切と考える賃金水準におい
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て、非自発的失業が発生する可能性があるのである。

このように、途上国の実情にも合致して説得力のある栄養モデルは、ラ

イベンシュタインによってその基本アイデアが提示されて以来（Leiben-

stein［１９５７］）、理論面から多くの興味深い研究がなされてきた２。これに

対して、実証面からの研究の蓄積は、質・量ともに極めて乏しい水準にと

どまっているのが現状である。この背景には、栄養モデルが直感に訴える

ところが多く受け入れやすい一方で、それを厳密な形で検証するための実

証分析上の手法が確立されてこなかったことがあると考えられる（Stiglitz

［１９７６］，Bliss and Stern［１９７８b］，Datt［１９９６：p．３１］）３。

そこで本研究では、これまでの研究とは異なる視点から、効率賃金仮説

の栄養モデルの妥当性を実証的に検証する方法を提示し、それに基づいて

インドネシアの事例を分析することを試みたい。

本稿の構成は、以下の通りである。続く第�節において、効率賃金仮説

の栄養モデルの概要について述べ、食事供与という形での現物賃金との関

係を明らかにする。次に、第�節において、分析のフレームワークとなる

理論モデルの提示をおこなう。第�節では、インドネシアの中小企業統計

のミクロデータを用いて、分位点回帰（Quantile Regression: QR）に基づく

統計的分析を行い、効率賃金仮説の栄養モデルと賃金形態の関係を実証的

に明らかにする。最後に、本稿の小括を行い、その政策的含意を考察して

みたい。

２ 例えば、Mirrlees［１９７５］，Stiglitz［１９７６］，Bliss and Stern［１９７８a］，Dasgupta and Ray［１９８６］
などを挙げることができる。
３ この実証分析の手法の未確立は、栄養モデルに限られたものではなく、効率賃金仮説の他の
モデルについても当てはまる（Riveros and Bouton［１９９４］）。
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�．効率賃金仮説の栄養モデル

�．１．賃金＝栄養リンクと栄養＝生産性リンク

効率賃金仮説の栄養モデルは、賃金率の上昇が栄養状態の改善を通じて

生産性に正の影響を与えることを主張している。これを厳密に解釈すると、

モデルが妥当するためには、栄養状態が悪い段階において、次の２つの条

件が同時に満たされなければならない。第一の条件は、賃金率（所得水準）

の上昇が労働者の栄養状態を改善させることである（賃金＝栄養リンク）。

第二の条件は、栄養状態の改善が労働生産性を上昇させることである（栄

養＝生産性リンク）。

このうち、栄養＝生産性リンクに関しては、おおむね成立することが実

証的に確認されている。しかし、賃金＝栄養リンクに関しては、実証的に

一致した見解が得られているわけではない。その理由としては、この賃金

＝栄養リンクを弱めるいくつもの要因が存在していることが挙げられる。

すなわち、�食料支出額の増加が栄養状態の改善に結びつかない嗜好を労

働者家計が持っている場合、�非食料への支出額が増加する場合、�貯蓄

額が増加する場合、�扶養する家族が存在する場合、などには、たとえ均

衡賃金を上回る水準の効率賃金が支給されたとしても、労働者は雇用主が

望ましいと考える水準を下回る食料消費しか行わない可能性があるのであ

る（中村［２００８］）。

利潤の最大化を目指す雇用主は、効率労働１単位当たりのコストを最小

化するために、労働市場の均衡賃金を上回る水準の効率賃金を払う意思を

持っている。ところが、雇用主と労働者の間には情報の非対称性が存在す

るため（Foster and Rosenzweig［１９９３，１９９６］）、賃金＝栄養リンクを弱め

る要因が企業の利潤に与える影響を評価することは困難である。また、雇

用主にとっては、労働者家計の食料消費に関して、強制することはもちろ

んのこと、モニタリングして情報を得ることも容易でないと考えられる。

この結果、雇用主は不確実性に直面することになり、効率賃金を支給する
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インセンティブを失ってしまうことにもなりかねない。

しかし、逆に言えば、雇用主と労働者の間にある情報の非対称性の問題

を克服したり、賃金＝栄養リンクを強化したりするような賃金の支給方法

があったならば、栄養モデルの想定するような動機から、雇用主が効率賃

金を支払う可能性も高くなるであろう。途上国では、賃金の一部として職

場で食事が現物支給されるケースが多く見られる（Bardhan［１９８４：p．７０］，

中村［２００９］）。先進国でも見られないことはないが、その頻度はきわめて

低い。また、食事供与という形での支給額が賃金全体に占める割合から考

えても、途上国では先進国とは比べ物にならないほど重要な意味を持って

いる。途上国でこのような賃金形態が見られる背景には、やはり途上国に

特有の事情があると考えるのが自然であろう。

そこで以下では、この途上国を特徴づける賃金形態が広範に見られる理

由とそれが果たしている役割を明らかにし、栄養モデルとの関連を中心に

考察してみたい。

�．２．雇用主と現物賃金

職場での食事供与という形の現物支給は、賃金支払いに関する取引費用

が大きくなるため、雇用主にとって必ずしも有利でない賃金形態である。

したがって、支払い総額が同じであれば、金銭と現物という二つの形態を

組み合わせて支給するよりも、金銭だけで支給するほうが雇用主にとって

は合理的なはずである。ところが、この賃金形態は途上国で広範に見られ

るものとなっている。したがって、雇用主にとって、賃金を金銭支給した

場合には得られない何らかのメリットがあると推測される。

第一は、栄養状態の改善を確実なものにして、栄養モデルの成立に重要

な意味を持つ賃金＝栄養リンクを強化できることである。効率賃金を金銭

で支給した場合には、栄養価に比して高価な食料や非食料に対する支出が

増加する（正常財の性質）というのが一般的である。すなわち、効率賃金

として支払われたものの一部は、栄養状態の改善以外の使途に充てられて
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しまう。これを回避するには、効率賃金を食事という現物で支給すればよ

い。そうすることによって、雇用主は賃金の増額分を、より確実な形で労

働者の栄養状態の改善へとつなげることができるからである。雇用主は食

事という現物を支給することによって、労働者に特定の食料の消費を強制

することが可能になり、しかも効果的に食料消費状況についてのモニタリ

ングを行えるようになるのである。

第二は、現在の食料消費を確実なものにして、賃金＝栄養リンクを強化

できることである。労働者が行う貯蓄は、効率賃金を支払う雇用主にとっ

て、不利なものとなる。なぜなら、貯蓄とは、将来の消費を増加させるた

めに、現在の消費、ひいては現在の食料消費を減少させる行為に他ならな

いからである。もちろん現在の栄養状態の改善は限定されることになる。

ところが、職場での食事という現物を支給すると、金銭による支給の場合

には可能であった異時点間の消費配分が不可能になり４、現在の食料消費

を強制できるようになる。それゆえに、賃金＝栄養リンクが強化されると

考えられるのである。

第三は、家計内資源配分の問題を回避して、賃金＝栄養リンクを強化で

きることである。栄養モデルの有力な反証とされているスワミーの研究は

（Swamy［１９９７］）、労働者の獲得した賃金が家計内で再配分される可能性

を考慮していないという問題点をもっている。近年の研究では、この家計

内資源配分の問題を無視することができないことが示されているが、それ

はここでも当てはまる。一般的に、労働者は他の家計構成員と所得を分け

合っている５。したがって、労働者の獲得した賃金の一部は、その労働者

以外の家計構成員によって消費されることになる６。被扶養者の存在が一

般的であることを考慮すると、金銭で効率賃金を支給した場合、労働者は

雇用主が期待する水準ほどの食料を消費しないと考えられる。これに対し

４ ここでは、職場での食事を将来の消費のために貯蔵できないと想定している。
５ たとえ単身世帯であっても、仕送り等によって所得を分け合う場合があると考えられる。
６ もちろん他の家計構成員が高い所得を得ていた場合は、恩恵を受ける可能性もある。
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て、食事という現物で効率賃金を支給した場合には、労働者の食料消費を

確実に増加させ、賃金＝栄養リンクの強化につなげることができるのであ

る７。

以上の議論で明らかにされたのは、雇用主は、効率賃金を食事供与とい

う形の現物支給で行うことにより、食事内容の決定や食料消費状況のモニ

タリングを可能にしているということである。このように、食事供与とい

う形での現物支給は、情報の非対称性を解消して賃金＝栄養リンクを強化

するという役割を果たすので、雇用主は労働者の栄養状態の改善、ひいて

は生産性の上昇を、不確実性を軽減しながら効果的に実現できるようにな

るのである。したがって、賃金の一部を食事供与という形で現物支給する

ことは、企業利潤の拡大につながるので、雇用主にとって合理的な選択と

考えられるのである。

�．３．労働者と現物賃金

それでは、労働者にとって、賃金の一部を現物で受け取ることは、どの

ような意味をもっているのであろうか。賃金から得られる効用水準という

観点から考えた場合、この賃金形態は、労働者にとって決して有利なもの

ではない。なぜなら、これはよく知られているフード・スタンプの事例と

同じ状況になると考えられるからである。フード・スタンプによる食費補

助と同額の食費補助金支給とでは、後者の方が受益者の効用水準がより高

いものになる。これはフード・スタンプが消費選択の自由度を低下させる

結果、効用水準も低下してしまうからである。これと同様、賃金の一部を

現物で支給された場合、労働者の効用水準は、それと同額の賃金を金銭だ

けで支給された時と比べて、より低いものになってしまう。したがって、

労働者がこの賃金形態受け入れるには、何らかの理由があると考えられる

のである。

７ 職場で支給された食事を自宅へ持ち帰ることができないと想定している。
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栄養モデルによれば、あまりにも低い賃金水準で就労を希望する労働者

は、効率労働１単位当たりで見た費用が高くなるため、失業することにな

る。ここで上述の議論に基づいて、雇用主が労働者の生産性を高めるため

に、賃金の一部を食事供与の形で支給するという新たな賃金形態を提案し

た場合を想定しよう。すると、所与の賃金水準において、これを受け入れ

る労働者の栄養状態は改善すると考えられる。この結果、生産性の改善が

見込まれる彼らの一部を雇用することが、雇用主の利潤拡大につながるこ

とになる。また、新たな賃金形態によって、賃金のより大きな割合が食料

消費に充てられるようになる。その結果、雇用主にとって望ましい栄養状

態を達成できる賃金水準、すなわち効率労働１単位当たりの費用を最小化

する賃金水準は、金銭だけで支給するという現行の賃金形態の時よりも低

下する。このため、雇用の拡大が雇用主の利益を増大させることになる。

したがって、労働者が新たな賃金形態を受け入れた場合の失業率は低下す

るので、労働者は失業のリスクを低めることが可能になる。

このように、賃金の一部を食事という現物で支給する賃金形態は、雇用

主に対して利潤拡大の機会を与える一方で、労働者に対しては雇用拡大を

通じた失業リスクの低下をもたらすのである。したがって、この賃金形態

は、雇用主と労働者の双方にとって合理的な選択結果となっており、ゲー

ム理論的な意味で一種の均衡状態にあるとも考えられる。

�．４．栄養モデルの妥当性

理論面における研究では大きな貢献をしてきた栄養モデルであるが、い

くつかの実証上の証拠は理論から導かれる帰結を支持するものとはなって

いない（Bardhan［１９８４］，Datt［１９９６］，Rosenzweig［１９８８］）。ここでは、

それらのうち、いくつかの重要な反証を取り上げ、栄養モデルの妥当性を

考察してみたい。

栄養モデルの理論的な帰結、つまり理論から予測される現象としては、

�長期的雇用関係が頻繁に観察されること（Bardhan［１９８４］，Rosenzweig
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［１９８８］）、�土地などの資産を保有する労働者の就業確率が相対的に高い

こと（Datt［１９９６］）、�硬直的な実質賃金が観察されること（Bardhan［１９８４］，

Rosenzweig［１９８８］）、�観察される賃金水準とモデルが予測する賃金水準

とが整合性をもつこと（Swamy［１９９７］，Subramanian and Deaton［１９９６］）、

を挙げることができる。

まず、長期的な雇用関係について考察する。これは、効率賃金を支払っ

た雇用主が、生産性上昇からの利益を実際に得るためには、栄養状態の改

善と生産性上昇との時間的なずれをカバーするだけの契約期間が必要であ

ることを意味している。ところが、インドの農業労働者の最も支配的な雇

用形態は１日単位の臨時雇用契約であり、長期的な雇用契約が結ばれるの

は稀であることが報告されている（Bardhan［１９８４］，Rosenzweig［１９８８］）。

もちろん、臨時雇用契約の継続的な更新によって、実質的に長期的な雇用

契約が結ばれているという可能性も否定できない。

しかし、この点についても、インドの臨時雇用の農業労働者は年間平均

で２０人以上の雇用主の下で就労していることが報告されており

（Binswanger et al.［１９８４］）、少なくともインドの農村の事例を見る限りで

は、モデルは支持されない結果となっている。ただし、当該地域で雇用主

が効率賃金を支給するような慣習や規範があれば、雇用主はその外部性を

内部化できることになり、雇用主と労働者の双方にとって有利な状況とな

る。このような可能性は小さな農村では十分にありえると考えられる。実

際、村内における同一職種では賃金率に一様性が観察されており、また個々

の労働者の生産性の違いでは賃金率の決定を十分に説明できないことが示

されているが、これらは賃金率の決定に制度的な要因が影響している可能

性を示唆するものとなっている。そしてこのような場合には、栄養モデル

が妥当するために、長期的な雇用契約が観察されることは必ずしも必要で

はない。

また、カロリー摂取量の不足に代表されるような低い栄養状態は、短期

的なものであっても集中力や勤労意欲の減退を招くので、製造業のような
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農業以外の業種においても、雇用主は効率賃金を支払うかもしれない。し

たがって、農業労働者の雇用契約において長期契約が支配的でないことを、

栄養モデルの有力な反証と見なすことはできないであろう。

次に、資産保有者の就業確率に関して見てみたい。ダスグプタ＝レイの

モデルによれば（Dasgupta and Ray［１９８６］）、土地を保有する労働者は、

土地を保有しない労働者と比べて栄養状態が良好なので、雇用に関して有

利な立場にある。すなわち、土地保有者の就業確率は相対的に高くなると

考えられる。この点に関して、インドの事例を分析したローゼンズウィー

グは、保有する土地面積が農業労働者の賃金水準に有意な影響を与えてい

ないことを発見している（Rosenzweig［１９８０，１９８４］）。また、バーダンや

リャンも、やはりインドの事例に基づいて、同様のことを報告している

（Bardhan［１９７９a］，Ryan［１９８０］）。ただし、同じくインドの事例でも、

ラジャラマンの研究では土地所有が有意な影響を与えていることが確認さ

れており（Rajaraman［１９８６］）、これまでの実証研究の結果からは、確定

的な結論を導き出すことはできない。また、土地以外の資産や当該労働者

の賃金以外の所得（例えば、他の家計構成員の所得や家計外からの送金な

ど）も就業確率を高める要因となるが、これまでの研究ではこれらが十分

にコントロールされていないため、今後の研究はこの点を改善していく必

要があるだろう。

実質賃金水準の硬直性について考察する。これは、栄養モデルが妥当す

るならば、生理学的な栄養状態と生産性の関係は安定的であるはずという

考え方に基づいている。これに関してもいくつかの反証が示されている。

例えば、バーダンは、労働市場の需給動向に反応して、インドの農業労働

者の賃金水準が変化していることを指摘している（Bardhan［１９８４］）。た

だし、ローゼンズウィーグは、職種だけでなく、地域による相対価格や消

費パターンの相違とその変化が効率賃金の水準に影響を与えるため、単に

実質賃金水準の推移を比較するだけでは、実質賃金水準の硬直性を検証で

きないとしている（Rosenzweig［１９８８］）。そして、これらの要因の影響を
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受けない方法として、男女間の賃金比率に一定性が観察されるかどうかを

判断基準に用いることを提案している。これは、栄養モデルが妥当するな

らば、ある属性に従って分けられたグループ間において、グループ内にお

ける賃金水準だけでなく、グループ間における比率も安定するというアイ

デアに基づいている。そして、この方法により、インドの事例を検証した

ところ、男女間の賃金比率には一定性を確認できないことから、やはり栄

養モデルを支持する結果は得られないと結論づけている。ただし、バーダ

ンは労働力の補充の遅れが雇用主の利潤にマイナスの影響を与える場合を

想定し、効率賃金が労働市場の需給関係に反応するモデルを提示している

（Bardhan［１９８４］）。したがって、理論的に見ても、栄養モデルの妥当性

を、実質賃金の硬直性によって判断することは、必ずしも適切なものでは

ないと考えられる。

最後に、実際に観察される賃金率と栄養モデルが予測する賃金率との整

合性について検討してみたい。栄養モデルの主張によれば、実際に観察さ

れる賃金率は、賃金の最低水準を規定する効率賃金、もしくはそれを上回

る労働市場を均衡させる賃金のいずれかになる（これは、どちらの賃金が

観察されていようとも、労働者は最低限の栄養摂取が可能な水準の賃金を

受け取っていることを意味している）。すると、望ましい栄養状態を達成

するのに必要とされる賃金率を生理学的な観点から理論的に求め、それを

実際に観察される賃金率と比較することによって、どちらの種類の賃金が

支払われているのかを判断することが可能になる。

このようなアイデアに基づいて、スワミーやスブラマニアン＝ディート

ンはインドの事例を考察している（Swamy［１９９７］，Subramanian and Deaton

［１９９６］）。スワミーは、家計消費に占める食料支出割合と食料価格をもと

に、観察される賃金率の食料購買力を求め、それによって摂取可能なカロ

リー量を推計した。そして、実際に観察される賃金率が、必要摂取カロリー

（スワミーの基準では２，５００キロカロリー）を摂取するのに必要な金額を

大きく上回っていることを明らかにしている。しかしながら、この研究で
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は家計規模が考慮されていないという問題点があり、説得的とは言い難い８。

例えば、パンジャブ州フェロゼプルの事例では、臨時雇用の男性労働者の

賃金率に基づいて、その３５％が小麦に支出された場合のカロリー摂取量が

７，２４６カロリーになることが示されている。しかし、この家計に他の収入

源（より正確には他の食料獲得手段）がなかったならば、家計構成員の数

が３人という少ない場合においてさえ、家計構成員の平均摂取カロリーは

２，５００カロリーを下回ることになってしまう。スワミーは対象とする地域

や職種を変えた場合の推計結果も報告しているが、それらは６，１７０、５，２１７、

６，０４２、５，３３３カロリーとなっており、いずれの数値で判断しても同じ結論

を得ることができる。

また、スブラマニアン＝ディートンは、インドの農村の事例から、１日

当たり２，６００カロリーを摂取するためには、およそ６００カロリーの追加的な

摂取が必要になると推定した。そして、そのためには賃金率の４％程度の

追加的支出で済むことを指摘し、栄養モデルの妥当性に疑問を投げかけて

いる。ただし、この研究においても家計規模が考慮されていない。望まし

い栄養水準を達成するために追加的に必要な食料支出額を求めると、家計

構成員が３人の場合で賃金率の１２％、４人の場合だと１６％となり、決して

小さな負担ではないと考えられる。しかも、所得の下位１０％のグループに

ついて見ると（１９８３年）、実際の１日当たりカロリー摂取量は、家計外か

ら供与される食事等の調整を行っても１，４００カロリー強にしかすぎない。

したがって、十分な栄養水準（彼らの基準では２，６００カロリー）を達成す

るために追加的に必要となる支出額は、１人分でも賃金率の８％になって

しまう。したがって、家計レベルで考えた場合の負担は、非常に大きなも

のになると考えられる。

８ この点に関して、ローゼンズウィーグは家計規模自体が賃金の関数という理論（Willis

［１９７３］）と証拠（Rosenzweig and Evenson［１９７７］）があるため、被扶養者の数が与える影響
をモデルに明示的に取り込むことは困難であるという指摘を行っている（Rosenzweig［１９８０］）。
被扶養者の存在を考慮していないことの問題は、他の研究でも指摘されている（Gersovitz

［１９８３：p．７２３］）。
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これら二つの研究では、家計規模の影響が十分に考慮されていない。し

かし、家計規模を明示的に分析に取り入れた場合、考察結果に対する影響

が大きいことは明らかである。したがって、実証分析を行う際には、家計

規模の影響、そして可能であるならば、近年の研究で重視されている家計

内資源配分の問題をコントロールするような工夫が求められるであろう。

これらの反証を通じた栄養モデルに対する批判は、それぞれ傾聴に値す

るものであるが、必ずしも説得力のある反証になっているとは言えない。

また、これらの批判に共通して見られる問題点として、モデルの妥当性を

確かめる際に、理論によって予測される現象が観察されるかどうかを判断

基準にしていることが挙げられる。当然のことながら、これらの理論によっ

て予測される現象に影響を与える要因は、他にも数多く存在する。それら

が十分に考慮されていないのは、これらの議論の限界を示すものと考えら

れる。経済現象は諸要因の複雑な相互作用の結果である。もちろんモデル

分析によって、枝葉末節を取り払い、本質的な関係を明らかにすることは

有益なことであるが、観察される現象を一つの要因のみに帰して考える方

法は、あまりにもナイーブすぎると言えよう。したがって、これまでの研

究から、栄養モデルが妥当性を持つかどうかを結論づけることは困難と考

えられる。より直接的な形で仮説を検証する方法の確立が求められるであ

ろう。

�．分析のフレームワーク

本節では、これまでの議論に基づき、効率賃金仮説の栄養モデルの妥当

性を統計的な分析によって検証してみたい。ここでの基本的な仮説は、「栄

養モデルが妥当するのであれば、賃金の一部を食事供与の形で現物支給す

るという賃金形態を採用している中小企業では、労働者の栄養状態が効果

的に改善されている結果、より高い労働生産性を実現している」というも

のである。この賃金形態と中小企業の生産性の関係を明らかにするため、
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ここではインドネシア中央統計庁（Badan Pusat Statistik: BPS）が収集して

いる中小企業統計のミクロデータを用いて分析を行う。このような代表性

を有するデータの利用により、議論の一般化が可能になっていることも本

研究の特色の一つである。

効率賃金仮説の栄養モデルの妥当性については、これまで仮説の部分的

な検証や間接的な手法に基づく検証によって議論されてきた。しかし、栄

養モデルの根幹をなす二つのリンク、すなわち賃金＝栄養リンクと栄養＝

生産性リンクとが同時に成立しているかを検証した研究は、分析手法が確

立されていないこともあって見当たらない。このことを踏まえ、ここでは

栄養モデルにおけるこれら二つのリンクの成立を明示的に確認するために、

食事供与を含む賃金形態の有無を考慮したモデルを提示してみたい。

ここでは、食事供与を含む賃金形態の採用が、労働者の栄養状態の改善

を通じて労働効率の上昇、ひいては企業の生産性に与える影響を検証する

ため、次のようなモデルを考える。

�＝�（eN, K）…… �

e＝e（W K, I） …… �

ただし、eは労働効率、Nは雇用労働の投入量、Kは資本ストックである。

また、労働効率については、効率賃金仮説の栄養モデルが示すように、食

事供与を含む現物賃金（WK）の支給や労働者の所得（I）の上昇（食料購

買力の増大）が労働者の栄養状態を改善し、労働効率を高めると想定する。

ここで、議論を簡単にするために、所得は雇用されている企業からの賃

金のみというケースを考える。すると、労働分配率が一定ならば（�＝�）、

雇用労働者一人当たりの平均所得は、

��
��

�
…… �
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で表すことができる。したがって、式�は次のように書き換えることがで

きる。

������
�

�
� � …… �

また、生産関数に関して、一次同次を仮定すると、労働生産性は、

�

�
����

�

�
� � …… �

で表される。ここで、

�������
�

�
� ���

�
� ���

�
…… �

と置いて、b≡���とすると、陰関数の定理より、

��
��
���

��
���

��

�
�����

������
…… �

となる。これより、

��

��
���������������������

���� ��������
�������� ��	� …… �

を得ることができる。ただし、
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�������� …… �

である。ここで、式�は労働効率の上昇が労働生産性を高めることを、そ

して式�はその効果が逓減していくことを意味している。また式�及び式

�は、所得もしくは現物賃金の支給が増加していくにつれて、労働者の栄

養状態が改善し、労働効率が高まっていくことを表している。式�は所得

の増加による栄養状態改善効果が逓減していくことを意味している。そし

て、式�は所得が高くなるほど、現物賃金支給による労働効率の引き上げ

効果が低下するという関係を示している。

式�は、所得もしくは労働生産性が上昇していく場合に、β の値、すな

わちWKが労働生産性に与えるインパクトがどのように変化していくかを

表している。式�～�の符号条件を踏まえると、右辺括弧内の第１項は負

値となり、所得の上昇と共に、現物賃金支給による労働効率の改善効果が

低下していくため、β の値が低下していくことを意味している。第２項も

負値をとり、所得の上昇によって労働効率が改善されるが、その労働効率

の改善が労働生産性を引き上げる効果は逓減していくため、β の値も低下

していくことを表している。第３項は負値となり、所得の上昇による労働

効率の改善効果が逓減していくため、所得が上昇するにつれて、β の値が

低下していくことを意味している。第４項は正値をとり、所得の上昇と共
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に、現物賃金支給による労働効率の改善効果は低下していくが、それは労

働投入量を減少させるのと同じ効果を持つので、限界生産力が上昇して労

働生産性も高まり、β の値が上昇していくことを示している。

以上の考察より、所得が上昇するにつれて、式�の第１項から第３項ま

では β の値を引き下げるように、第４項は β の値を引き上げるように作

用することが明らかにされた。したがって、所得の上昇が全体として β

に与える影響は、理論的には確定しないため、実証的に明らかにする必要

がある。ここでは、所得水準によって β の値が異なる可能性を想定して

いるため、パラメータの一定性を仮定する OLSではなく、パラメータの

可変性を許容する分位点回帰を用いて分析を行う９。

�．統計的分析

�．１．推計モデル

前節の議論を踏まえ、賃金形態が中小企業の労働生産性に与える影響を

検証するために、次のような関係を想定する。

�

�
�� ���

�

�
��� � …… �

ただし、Zは企業および経営者の属性である。

これより、分位点回帰に基づく推計式として、

�

�
� �

�

���������
���

�
�
�

�
���

�
����� …… �

を得ることができる。ただし、添え字の τ は（１００×τ％）分位点を表して

９ 分位点回帰の構造については、補論を参照のこと。
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いる。

�．２．データ

この節では、本研究の分析が依拠するデータについて説明する。用いる

データは BPSによって実施された「小企業サーベイ（Survei Industri Kecil:

SIK）１９９４年版」のミクロデータである。この統計調査は、インドネシア

全域をカバーするサンプル調査になっており、原則として毎年実施されて

いる１０。調査の目的は、中小企業政策を策定する際の基礎となる信頼性の

高い最新の情報を収集することである。調査対象は、企業経営者を含む労

働者数が５人から１９人の製造業事業所（BPSによる小企業の定義）となっ

ている１１。調査項目は多岐に渡り、企業経営者の属性、機械設備の保有状

況、雇用労働力、家族労働力、賃金、生産コスト、収入、債務、そしてそ

の他の企業属性となっている。

本研究では、このデータを用いて、ジャワ島に位置する５つの州（ジャ

カルタ首都特別州、西ジャワ州（現在のバンテン州を含む）、中部ジャワ

州、ジョグジャカルタ特別州、東ジャワ州）に焦点を当てた分析をおこな

う。ジャワ島は、インドネシアの国土面積のわずか６．６％にすぎない島で

あるが、１９９４年のデータで見ると、その経済がインドネシア経済全体に占

める割合は、GDPが５９．６％、製造業 GDPが６７．４％、非石油ガス製造業 GDP

が７４．２％となっている。このことからも明らかなように、製造業の分析を

行うためにジャワ５州に注目することは、データの代表性という点でも十

分合理性があると考えられる。

分析に用いたジャワ５州に立地する中小企業の特徴をまとめたものが、

表１である。これによれば、サンプル企業の平均付加価値額（３ヶ月間）

１０１９９７年を除く。
１１ インドネシアでは、労働者数が２０人以上の事業所を対象にした大・中企業サーベイ（全数調
査）や労働者数が４人以下の事業所を対象にした零細企業サーベイ（サンプル調査）も実施さ
れている。ただし、それらの調査票の項目は若干異なっているので、分析の一貫性を保つため
に、ここでは小企業サーベイに限定して考察を行う。
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は５６１万ルピア、労働生産性は６１万ルピアであり、平均的にはきわめて低

い収益構造となっていることが分かる。総労働者数の平均は８．７人となっ

ているが、調査対象の企業規模が５～１９人であることを考慮すると、これ

らの範囲の中でも、企業は小規模の方に偏った形で分布していると考えら

れる。平均的な家族労働者数は２．０人、雇用労働者数は６．７人であることか

ら、完全な家内工業ではないものの、家族労働力が重要な労働力供給源に

なっていることが分かる。男性労働力比率が７４．１％と高いことも、労働力

構成の特徴の一つである。

企業属性について見ると、全体の４３．６％の企業が都市部に立地しており、

農村の工業化が遅々として進んでいない様子が見て取れる。また、公共事

表１．インドネシアの中小企業：記述統計

変数名 単位 平均 標準偏差
生産
付加価値額（３ヶ月間）
労働生産性（３ヶ月間）

ルピア
ルピア

５，６１０，２４４
６１１，５６５

６，５２２
６１１

労働と資本
総労働者数
家族労働者数
雇用労働者数
資本
資本装備率

人
人
人
ルピア
ルピア

８．７０
１．９８
６．７２

６３０，２１６
７１，６９９

３．７４
１．４６
４．１０
１，２３９
１２４

企業属性
都市立地
法人格
男性労働力比率
家族労働力比率
企業内訓練
メンバーシップ
輸出比率（対総生産額）

％
％
％
％
％
％
％

４３．６
２．４
７４．１
２７．１
２１．３
１４．８
２．８

０．５０
０．１５
０．２７
０．２４
０．４１
０．３６
１５．１９

経営者属性
女性経営者比率
教育年数
経験年数

％
年
年

７．２
７．１
２９．８

０．２６
３．６３
１１．９６

サンプル数 事業所 ２，４２５
（出所）BPS, Statistik Industri Kecil 1994.
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業等に従事できる法人格を有する企業は全体の２．４％にしかすぎず、大半

がいわゆるインフォーマル企業ということが分かる。各種の研修を実施し

ている企業は全体の２１．３％に留まっており、企業内訓練を通じた人的資本

形成は十分に行われていない。メンバーシップは、各種業界団体や協同組

合に加入しているかを表すもので、これによれば全体の１４．８％の企業が何

らかの組織に加入している。また、総生産額に対する平均的な輸出比率は

２．８％（輸出を行っている企業は全体の４．５％）となっており、ほとんどの

企業が国内市場向けに供給を行っている。

最後に、経営者属性について見てみたい。女性経営者の割合は７．２％と

なっており、大半は男性経営者であることが分かる。また、経営者の平均

教育年数は７．１年であり、大半が初等教育を終えた程度となっている。経

営者の平均経験年数は２９．８年と長いが、これは経営者となるには、多くの

経験を積む必要があることを反映していると考えられる。

以上のような特徴をもつデータを基にして、式�の推定を行う。式�に

おいて、労働投入量（N）は、家族労働者と雇用労働者の合計人数として

定義されている。次に、物的資本ストック（K）であるが、一般的に、途

上国において、中小企業のこの種のデータを企業レベルで入手することに

は困難が伴う。これは推計に必要なデータが収集されていないためである。

簿価や企業経営者による資本ストックの置き換え費用の評価を利用して推

計を行うことも可能であるが、必ずしも正確なものではない。インドネシ

アにおいては、中小企業の保有する一部の機械設備に関するデータが収集

されているが、物的資本ストックを推計するには情報が著しく不足してい

る。そこで本稿では、バウティスタらの資本稼働率の推計に関する研究で

（Bautista et al.［１９８１］）、資本稼働率の代理変数として電力使用量が用いら

れていることを踏まえ、物的資本ストックの推計を試みる１２。ただし、バ

ウティスタらも指摘するように、電力以外の動力源・熱源が用いられてい

１２ 先行研究でも、このようなアイデアに基づいて資本ストックが推計されている（本台［２００２］）。
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る場合には、電力使用量は不十分な代理変数としかならない。実際、イン

ドネシアでは、一部の製造業企業は石炭や薪などを利用しており、必ずし

も電力を用いていない。これらを踏まえて、ここでは資本ストックの代理

変数として燃料・電力に関する支出額を用いることにする。なお、自家発

電を行っている企業については、当該企業の電力購入価格を用いて、電力

に関する支出額を補正推計している１３。

次に、この研究の鍵となる変数、すなわち食事供与という形での現物支

給を含む賃金形態について説明する。職場での食事供与という形での賃金

支給によって、雇用主は労働者の食料消費状況を効率的にモニタリングで

きるため、情報の非対称性の問題を克服することができる。言い換えると、

食事の供与によって賃金＝栄養リンクをより強固なものにすることができ

るのである。また、食事の内容は雇用主が決定できるため、雇用主が望ま

しいと考える水準の栄養状態を実現することが可能になる。これは従来の

研究で、一般的に成立することが確認されている栄養＝生産性リンクを、

より強めることに貢献すると考えられる。このように、賃金の一部を食事

の供与という形で現物支給することによって、雇用主は栄養モデルを成立

させるための条件である二つのリンクを結合させ、一つの手段で達成する

ことを可能にしているのである。

インドネシアの中小企業統計は、賃金データに関して、金銭による支給

と現物による支給という２種類に分けて収集を行っている。残念ながら、

現物支給の詳細に関する情報については収集されていないため、食料の供

与の有無を判断することはできない。そこで、ここでは食事供与を含む形

で賃金支払いが行われていることを表す代理変数として、現物支給額

（WK）を用いる。もちろん、現物支給が行われている場合であっても、

食事以外の現物が供与されている可能性は否定できない。しかし、インド

ネシアの西ジャワ州における筆者のフィールド調査でも、職場で食事の供

１３ これは消費エネルギーの単位当たりコストが、動力源・熱源で等しいと仮定していることに
なる。
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与がなされている事例が多く観察されている。また、先に見た通り、他の

研究でも、職場での食事供与は決して珍しいことではないことが報告され

ている。これらのことから、ここでの想定は現実に即した合理的なもので

あると考えられよう。

その他の説明変数として、企業属性と経営者属性をモデルに加える。企

業属性としては、立地、メンバーシップ、輸出に関する変数を用いる。こ

こでは立地条件として、州による違いと都市・農村による違いを考慮する。

前者は、ジャカルタ首都特別州を基準とする州別のダミー変数、後者は都

市である場合に１、農村である場合に０をとるダミー変数を導入すること

によって捉える。メンバーシップは、各種業界団体や協同組合に加入して

いることを表すダミー変数である。そして、輸出に関する変数としては、

総生産額に対する輸出額の比率を用いる。

経営者属性の違いを捉えるために、ここでは経営者の人的資本を考慮す

る。具体的には、教育年数、経験年数の二乗、そして経験年数を用いる。

教育年数は、未就学の場合は０年、小学校中退の場合は３年、小学校卒業

の場合は６年、中学校卒業の場合は９年、高校卒業の場合は１２年、大学卒

業およびそれ以上の場合は１６年として推計している。また、経験年数は、

小学校就学前の期間が６年ということを考慮して、年齢から教育年数と６

を減じたものを使用している。

�．３．推計結果

表２は、分位点回帰（��）に基づく統計的分析の結果を取りまとめた

ものである。以下では、本研究が関心を寄せるWKに着目して考察を進め

ていく。パネル Aは、最小二乗法（OLS）による推計の結果である。係

数推定値は正値となっており、期待された符号条件を満たしている。また、

p値は１％の水準で有意であることを示している。したがって、現物支給

という賃金形態は企業の労働生産性を上昇させる効果を持っていたと判断

することができる。これは本研究で展開した理論からの予測と符合してお
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表２．分位点回帰による推定結果

Ａ．最小二乗法（OLS）

β for WK ．０００３３９９

標準偏差 ．００００３９５

p値 ０．０００

９５％信頼区間（上側） ．０００４１７４

９６％信頼区間（下側） ．０００２６２３

Ｂ．分位点回帰（��）

分位点 Ｑ１０ Ｑ２０ Ｑ３０ Ｑ４０ Ｑ５０ Ｑ６０ Ｑ７０ Ｑ８０ Ｑ９０

βτ for WK ．０００１１３８ ．０００２０５１ ．０００２４８３ ．０００２５７２ ．０００３０９７ ．０００３２６９ ．０００３４５１ ．０００４５０９ ．０００５７４７

標準偏差（ブートストラップ推定）（．００００４８７）（．００００４５４）（．００００３６４）（．００００３８５）（．００００４３７）（．００００３８２）（．００００６１）（．００００８６３）（．００００８８６）

p値 ０．０１９ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

９５％信頼区間（上側） ．０００２０９２ ．０００２９４１ ．０００３１９８ ．０００３３２７ ．０００３９５４ ．０００４０１８ ．０００４６４６ ．０００６２０１ ．０００７４８３

９６％信頼区間（下側） ．００００１８３ ．０００１１６ ．０００１７６９ ．０００１８１７ ．０００２２３９ ．０００２５２１ ．０００２２５５ ．０００２８１７ ．０００４０１０

Wald統計量（F値）
H０：β０．１＝β０．２＝…＝β０．９

F（８，２６１４）＝３．４４（p値 ０．００）
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り、栄養モデルの妥当性を示唆するものとなっている。

一方、パネル Bには、分位点回帰による推計結果が示されている。こ

こでは、１０％分位点から９０％分位点まで１０％刻みで９つの分位点を設定し

て推計を行った。９つの分位点における βτの値はいずれも正値をとって

おり、期待された符号条件を満たしている。また、p値を見ると、１０％分

位点が５％の水準で有意、その他の８つの分位点については１％の水準で

有意となっていることが分かる。つまり、現物支給という賃金形態はいず

れの分位点においても、労働生産性を高めるように作用していることが確

認でき、OLSによる推計結果と同様に、本研究が提示した仮説を支持す

る結果となっている。

次に、各分位点における βτの比較を行ってみたい。各分位点における

真の βτが同等である場合、��と OLSによる分析の双方が妥当性を有する。

これに対して、各分位点における真の βτが同等でない場合には、OLSに

よる分析の信頼性は低下し、��による分析がより適切なアプローチとな

る。したがって、OLSによる分析の信頼性を検証するためにも、��によ

る分析を併せておこなうことが望ましい。

図１は、各分位点における βτの推定値とその９５％信頼区間を図示した

ものである。また、比較のために、OLSによる推定結果も併せて示して

いる。一見して明らかなように、分位点が高くなるにつれて βτの推定値

図１．WKINDが労働生産性へ与える影響
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も大きくなっていくという傾向を確認することができる。実際、係数推定

値は１０％分位点で０．０００１１３８、５０％分位点で０．０００３０９７、そして９０％分位点

で０．０００５７４７となっている。推定した分位点の中で OLS推定値と最も近接

しているのは、７０％分位点である。また、OLS推定値の９５％信頼区間に

含まれないのは、１０％、２０％、３０％、４０％、８０％、９０％の６つの分位点に

おける��推定値である。このように、図１を見る限り、各分位点におけ

る βτは同等性を有していないように見受けられる。そこで、このことを

統計的に検証するために、推定した全ての βτが等しいという帰無仮説、

すなわち

H０：β０．１＝β０．２＝……＝β０．９

をWald検定によって検証してみたい。表１のパネル Bの最終行を見ると、

上記の帰無仮説は有意水準１％で棄却されており、各分位点における βτ

の推定値の同等性は支持されない結果となっている。

また、各分位点をペアとするWald検定も行った。詳細な結果の報告は

紙幅の関係上省略するが、分位点間における βτの同等性が採択されたの

は、２０－４０％分位点の範囲と５０－７０％分位点の範囲のみであった。したがっ

て、

β０．１＜β０．２，β０．３，β０．４＜β０．５，β０．６，β０．７＜β０．８＜β０．９

という関係が成立していると考えられる。

以上のことを総合的に判断すると、分位点が高くなっていくにつれて、

βτも大きくなっていることが統計的にも裏付けられたと判断される。また、

このことは、��による分析の有用性を示唆していると言えるだろう。

それでは、以上で確認された「分位点が高くなるにつれて βτも大きく

なる」というファクト・ファインディングは、本研究においてどのような
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意味を持つのであろうか。式�で示されるように、分位点が高くなってい

くとき、β を引き下げる要因と引き上げる要因の両方が作用する。このた

め、両者の大小関係によって β の変化する方向が定まっていく。本研究

で提示したモデルに基づくならば、栄養モデルの妥当性は β が十分に大

きな値をとるか、すなわち β の統計的な有意性が確認できるかによって

判断される。そして、栄養モデルは、所得が絶対的に低い状況で妥当性を

持つことが想定されているが、それは所得の上昇、すなわち分位点が高く

なるにつれて β の値が低下していき、いずれはそのインパクトが消滅す

ることを意味している。

しかし、実証分析の結果からは、賃金水準が高い企業でより大きなWK

の効果が確認されており、式�において、β を引き上げる要因の方が相対

的に大きく作用していることを示している。これはインドネシアの文脈、

少なくとも本研究の分析対象の範囲においては、依然として栄養モデルが

想定するような低すぎる賃金水準にあることを示唆するものとなっている。

この見方が正しいならば、より高い賃金水準に到達しない限り、式�の β

を引き下げる要因が相対的に大きく作用することはなく、β の低下も観察

されないと考えられる。したがって、１９９４年時点の状況に基づくならば、

インドネシアにおいて栄養モデルは当面は妥当し続けると判断される。

それでは、なぜ分位点の低い企業、すなわち労働生産性の低い企業ほど

WKの効果が小さくなっているのであろうか。これには３つの可能性があ

ると考えられる。第一は、労働生産性の低い企業においては、賃金総額の

絶対的な低さが問題になっている可能性である。賃金総額が一定であるな

らば、現物支給が行われた場合、その分だけ金銭支給による賃金が減少す

ることになる。一回当たりの食事にかかる費用は、労働生産性が高い企業

であっても、低い企業であっても、それほど変わらないであろう。これは、

労働生産性の低い企業と高い企業における賃金の差は、金銭支給による賃

金部分に大きく現れてくることを意味している。具体例を挙げると、労働

生産性の低い企業では、現物支給で５，０００ルピア、金銭支給で１０，０００ルピ
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ア、合計１５，０００ルピアが支払われるのに対して、労働生産性の高い企業で

は、現物支給で５，０００ルピア、金銭支給で１５，０００ルピア、合計２０，０００ルピ

アが支払われるような状況である。したがって、同じ水準の現物支給を受

けていても、金銭支給による賃金が低い場合には、職場以外での食事内容

に悪影響が生じることになる。その場合には、労働生産性が低い企業ほど、

労働者の栄養状態が低水準となり、結果としてWKの効果が低下すると考

えられるのである。

第二は、労働生産性の水準と労働者の質が相関している可能性である。

潜在能力、教育、経験、意欲などの点で質の高い労働者は、労働生産性の

高い企業で高い賃金を受け取ることを望むであろう。この結果、低い賃金

しか提示できない労働生産性の低い企業は、相対的に質の低い労働者しか

確保できなくなる。すると、同額のWKの支給によって労働者の質が１０％

改善する場合であっても、質の低い労働者の絶対的な生産性の伸びは、質

の高い労働者のそれを下回り、結果としてWKの効果は労働生産性の低い

企業において相対的に小さくなると考えられるのである。しかし、雇用労

働者の属性に関する情報は存在しないため、この点をモデルに組み込むこ

とは容易ではない。パネルデータであれば、時間を通じて変化しない潜在

的な能力の影響を除去することもできるが、本研究で用いているクロスセ

クションデータでは、そのような対応をすることは困難である。

第三は、過剰労働力が存在する可能性である。インドネシアをはじめと

する途上国の農業部門においては過剰労働力が存在していることがしばし

ば報告される１４。途上国の農村部では家族経営の中小企業が多く見られる

が、それらの企業が過剰労働力を抱え込んでいる場合には、WKによって

労働者の質が改善されても限界生産性がゼロ、もしくは極めて低いために、

労働生産性の上昇に結びついていかないと考えられるのである。

１４ インドネシアの事例については、新谷［２００４］を参照のこと。
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�．おわりに

本研究では、これまで不十分な形でしか行われてこなかった効率賃金仮

説の栄養モデルの実証面からの検討を、インドネシアの中小企業統計のミ

クロデータを用いた分位点回帰によって行った。

効率賃金仮説の栄養モデルは、賃金＝栄養リンク、栄養＝生産性リンク

が同時的に成立することを意味している。これまでの実証研究では、栄養

＝生産性リンクが成立することがおおむね確認されているが、雇用主と労

働者の間の情報の非対称性に起因する阻害要因が影響を与えるため、賃金

＝栄養リンクは必ずしも成立しないことが示されている。また、いくつか

の研究では、モデルの理論的帰結と矛盾するような現象が見られることも

指摘されている。これらは栄養モデルの妥当性に疑問を投げかけるものと

なっている。

しかしながら、既存の栄養モデルの妥当性に関する研究は、検証方法が

十分に確立されてこなかったため、明確な実証上の証拠を提示していると

は必ずしも言えない。本研究では、雇用主が直面する情報の非対称性の問

題を軽減し、賃金＝栄養リンクを強化する方法として、賃金の一部を食事

供与の形で現物支給する賃金形態を採用することが効果的であることを明

らかにした。この賃金形態は、雇用主の利潤を拡大させると同時に、労働

者の失業リスクを低下させるようにも作用するため、双方にとって有利な

側面を持っている。このことは、この賃金形態がパレート最適なものであ

ることを必ずしも意味しているわけではないが、一つの合理的な選択結果

になっているとの解釈が可能である。

本研究の考察が正しければ、栄養モデルが妥当性する場合には、賃金の

一部を食事供与の形で現物支給している企業では、労働生産性がより高く

なっていることが観察されるはずである。そこで、この仮説をインドネシ

アの事例に基づいて検証したところ、それを強く支持する結果を得ること

ができた。したがって、栄養モデルが妥当する可能性は極めて高いと結論

分位点回帰による効率賃金仮説の検証－インドネシアの中小企業ミクロデータによる分析－

１１３



づけることができるであろう。

最後に、若干の政策的含意と今後の研究課題を示してみたい。本研究を

通じて明らかにされたことの一つは、賃金の一部を食事供与という形で支

給することによって、労働者の労働効率を向上させることができるという

ことであった。途上国においては、貧困層に対して雇用機会を提供するこ

とを通じて貧困を削減していく政策（「ワークフェア」と呼ばれる）が実

施されることがある１５。そこで雇われる労働者は栄養モデルが想定する低

い栄養状態であることが一般的なため、職場で食事を供与する方法は、事

業効率を高めるための有効な手段として機能するであろう。予算の限られ

た途上国政府にとって、貧困削減政策を効果的に進めていくことは重要な

意味をもつと考えられるのである。また、賃金の一部を食事供与の形で支

給することにより、失業問題が緩和されることも明らかにされているが、

この点を踏まえた政策を実施していくことが一つの課題となるだろう。

今後の研究課題としては、近年の研究動向の中において、本研究の位置

づけを明らかにすることを挙げることができよう。本研究は、「条件付き

所得移転」というアプローチの有効性を支持している一方で１６、援助の実

施効率を高める上で有効とされる「キャッシュ・トランスファー」という

アプローチとは異なる結論を出していると解釈することが可能である１７。

これらの新しい考え方との共通点および相違点を明らかにすることは、き

わめて興味深い課題である。

現在、構造型モデルに適用可能な分位点回帰の手法についての研究が進

められているので、それらを用いて推定方法を改善することが挙げられる。

また、分析対象とする企業規模の範囲を拡大することも、検討に値する課

題であろう。本研究では、労働生産性が高い企業ほどWKの効果が大きい

１５ ワークフェア（workfare）については、井伊［１９９８］や黒崎・山形［２００３］の第８章を参照
のこと。ILOの提唱する Labour-Based Technologyも同様の考え方と言える。
１６ 条件付き所得移転の解説については、黒崎・澤田［２００９］などを参照のこと。
１７ キャッシュ・トランスファーに関する研究には、Ponce and Bedi［２００９］などがある。
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ということが明らかにされたが、その理由を理論と実証の両面からさらに

分析していくことも重要である。また、栄養モデルが妥当する範囲、すな

わちWKの効果が消滅する賃金水準について明らかにすることも興味深い

分析になると考えられる。

留意すべきことは、ここで得られた結論は、インドネシアという国のあ

る１時点における特定の対象に基づくものでしかないということである。

したがって、他の国・地域、あるいは他の時点において、どのような現象

が見られるのかを注意深く観察する必要があると言える。本研究で十分扱

うことのできなかったこれらの点については、今後の研究に委ねたい。

〈補論〉分位点回帰（Quantile Regression: QR）の構造

最小二乗法（OLS）をはじめとする従来の回帰推定は、説明変数ベクト

ル Xが与えられた時、被説明変数である確率変数 Yの条件付期待値、E

［Y｜X］を求めるものである。これらは変数間の関係を捉える上できわ

めて有用な方法であるが、その妥当性は推定する Xの係数ベクトル（β）

や誤差項に関する諸仮定が満たされるかどうかに依存している。

例えば、従来の回帰推定においては、被説明変数がどのような水準であっ

ても β が一定の値をとることが暗黙に仮定されている。しかし、被説明

変数の分布上のあらゆる位置で同じ反応が観察されるとは限らず、分布上

の異なる位置では異なる反応が見られると考える方が自然であるような状

況も少なくない。また、誤差項に関しても、i.i.d.の仮定が満たされるとい

う保証はなく、被説明変数の水準の上昇と共に誤差項の分散も大きくなる

結果、分散不均一性が現れることが一般的である。このように、OLSの

諸仮定が満たされないケースは広範に見られるが、そのような場合には

OLS推定の信頼性が著しく低下することになる。

これに対して、Koenker and Bassett［１９７８］によって提示された分位点

回帰は、Xが与えられた場合の Yの条件付分位点を求める統計的手法で
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あり、被説明変数の水準、すなわち分位点によって β の値が変化するこ

とを許容するものとなっている１８。ここで Yの（１００×τ）％分位点（�� ���）

は、Yの累積分布関数を

���������� �

とするとき、任意の τ∈（０，１）について、

�� ������������������������� �

として定義される。また、条件付分位点関数は、

���� ��������	��

として表される。ただし、βτと ετは、それぞれ（１００×τ）％分位点に対

応した説明変数の係数推定値と誤差を表している。

分位点回帰では、（１００×τ）％分位点における係数の推定値（βτ）は、

��	
��
����

�
���

	

�������

��� �

によって求められる。ただし、ρτ（u）は、
������
��として、

��
���
����
��� �� 

で定義されるが、図 A．１で示されるように、これは左右で非対称な形状を

１８ 分位点回帰については、Buchinsky［１９９８］，Koenker and Hallock［２００１］，Koenker［２００５］，
Hao and Naiman［２００７］などを参照のこと。
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ρτ(u)の形状：τ＝0.3のケース�

ρτ(u)

uO

τ�τ-1

持つ損失関数となっている。ここで、I（u＜０）は、

����� ��
����� ���

����� ���

�����

�����
�

で表される指示関数（indicator function）である。つまり、��においては、

残差の符号によって異なる非対称なウエイト付けを ρτ（・）で行いながら、

残差の絶対値の加重和を最小化するような βτを求めていることになる。

ここでの最小化問題は、次に示される期待損失（L）、

��� ������� �� ������ ��
��

��

����� �	
������
��

�

����� �	
���

を最小化させることと同値となっている。ただし、��������である。Lを

��について微分すると、

��
���
����� ��

��

��

	
������
��

�

	
���

図A．１．分位点回帰の損失関数
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��������

が得られる。したがって、一階の条件は

�������

となる。

以上のことは、上記の期待損失（L）を最小にするように��を選択する

と、それが１００×τ％分位点になっていることを意味している。このことは、

例えば τ＝０．６の場合において、残差（＝����）の６０％が負値、４０％が正

値となるように��の値を求めていることに等しい。

この βτを探索する問題は、線形計画問題に置き換えて解釈することが

可能であるため、実際の推定に当たっては線形計画法を用いて解が求めら

れる。検定や信頼区間の推定をおこなうために必要な係数推定値の標準偏

差は、解析的な手法を適用するには困難な側面があるため、パラメトリッ

クな仮定を必要としないブートストラップ法を用いて求める。なお、ブー

トストラップ反復回数（bootstrap replication number）は、Hao and Naiman

［２００７］に従って１００回に設定している。
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